鳥羽市津波対策用自主防災倉庫等整備費補助金交付要綱
（趣旨）

第1条　この要綱は、津波から命を守るために一時的に滞在する市指定津波避難場所等に自主防災倉庫等を整備する町内会又は自治会（以下「団体」という。）に対して、その経費の一部を予算の範囲内において補助するにあたり、必要な事項を定めるものとする。

（交付手続）

第２条　この要綱に基づく鳥羽市津波対策用自主防災倉庫等整備費補助金（以下「補助金」という。）を受けようとする団体は、鳥羽市補助金等交付規則（昭和49年規則第７号。以下「規則」という。）及びこの要綱に定めるところにより、交付の手続をしなければならない。

（定義）

第３条　この要綱において「自主防災倉庫等」とは、別表第１に定めるものをいう。

（交付の対象）

第４条　補助金の交付の対象となる経費は、自主防災倉庫等の整備に要する費用（以下「購入費」という。）とする。ただし、購入費の合計額が５万円未満の場合は、対象としない。

（補助金の額）

第５条　補助金の額は、別表第２に定めるものとする。

（交付申請）

第６条　補助金の交付を受けようとする団体は、規則第３条に規定する補助金等交付申請書のほかに次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。

(１)　配備用地の権利者の承諾書（民有地の場合）

(２)　配備前の現場状況がわかる写真

(３)　配備地を示した地図

２　前項の申請は、毎年度11月30日までに行うものとする。ただし、市長がやむを得ないと認めた場合には、この限りでない。

（実績報告書）

第７条　団体は、補助事業完了後、規則第10条に規定する補助事業等実績報告書のほかに次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。

(１)　契約書（請書・注文書）等の写し
(２)　完成写真

（補則）

第８条　この要綱に定める書類の提出時期及びその他補助金の交付について必要な事項は、別に定める。

附　則

この告示は、公示の日から施行する。

別表第１（第２条関係）

	自主防災倉庫等
（一時的な滞在に必要なもの）
	防災対策部関係補助金等交付要綱（平成16年３月31日三重県告示第266号）別表１地域減災力強化推進補助金の項によるもの、その他市長が必要と認めるもの


別表第２（第５条関係）

	町内会又は自治会の区分
	補助率
	補助金限度額

	
	
	防災倉庫を含む整備の場合
	防災倉庫以外の
整備の場合

	鳥羽市内本土に存する団体
	３分の２
	３０万円
	３０万円

	鳥羽市内離島に存する団体
	３分の２
	５０万円
	３０万円


※ただし、補助金の額に1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。

